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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定周波数のバースト波からなる励振信号を生成する励振信号生成部と、
　前記励振信号を送波し、前記励振信号に基づく受信信号を受波するアンテナと、
　前記励振信号による共振残響信号を前記受信信号から検出し、該共振残響信号の信号強
度を検出する受信強度検出部と、
　前記共振残響信号の共振周波数から所定の物理量を検出する物理量検出部と、
　前記共振残響信号の信号強度が信号強度閾値よりも高いことを検出すると、前記励振信
号の信号強度を低下させる励振制御部と、
　を備えた物理量測定装置。
【請求項２】
　前記励振信号生成部は、それぞれに異なる中心周波数で所定の周波数帯域幅からなる複
数の周波数チャンネルの励振信号を生成し、
　前記受信強度検出部は、各周波数チャンネルの励振信号による受信信号の信号強度を比
較して、前記共振残響信号を検出する、
　請求項１に記載の物理量測定装置。
【請求項３】
　前記励振制御部は、前記共振残響信号を検出すると、該共振残響信号の周波数を含む周
波数チャンネルの励振信号のみを生成するように、前記励振信号生成部を制御する、
　請求項２に記載の物理量測定装置。
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【請求項４】
　前記物理量検出部は、
　前記共振残響信号の信号強度が前記信号強度閾値以下になった時点から、前記共振周波
数の検出を行う、
　請求項１乃至請求項３のいずれかに記載の物理量測定装置。
【請求項５】
　前記励振制御部は、前記励振信号の送信時間長によって前記励振信号の信号強度を調整
する、
　請求項１乃至請求項４のいずれかに記載の物理量測定装置。
【請求項６】
　前記励振制御部は、前記励振信号の振幅レベルによって前記励振信号の信号強度を調整
する、
　請求項１乃至請求項５のいずれかに記載の物理量測定装置。
【請求項７】
　前記励振信号生成部は、最初の励振信号の強度を、前記共振残響信号の信号強度を調整
し終わるまでに送信される励振信号群の中で最大にする、
　請求項１乃至請求項６のいずれかに記載の物理量測定装置。
【請求項８】
　前記受信強度検出部は、
　前記受信信号の時間軸上に並べた最初から所定期間までの振幅レベルによって決定する
、
　請求項１乃至請求項７のいずれかに記載の物理量測定装置。
【請求項９】
　請求項１乃至請求項８のいずれかに記載の物理量測定装置と、
　前記励振信号を受けて励振し、物理量に応じた周波数で共振し、前記共振残響信号を発
生する共振子、および、該共振子に接続する共振子側アンテナを備えるセンサ素子と、
を備えた、物理量測定システム。
【請求項１０】
　前記共振子は水晶振動子である、請求項９に記載の物理量測定システム。
【請求項１１】
　前記物理量は温度である、請求項９または請求項１０に記載の物理量測定システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、共振子の共振周波数が温度や磁界強度等の物理量に依存して変化することを
利用して、被測定部の物理量を検出する物理量測定システム、および当該物理量測定シス
テムに利用する物理量測定装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、無線を利用して、遠隔位置の被測定部の物理量を検出するシステムが各種考案さ
れている。その一種として、遠隔位置の温度を測定する無線式温度測定システムがある。
無線式温度測定システムは、例えば特許文献１に記載のように、温度測定部に配置されて
センサ装置と、当該センサ装置から離間した位置に配置された温度測定装置とによって、
構成される。センサ装置と温度測定装置とは、無線通信可能な構成からなる。
【０００３】
　このような無線式温度測定システムにおいて、センサ側アンテナと共振子とでセンサ装
置を構成するものがある。この場合、温度測定装置は、センサ装置の共振子に対して励振
信号を送信する。共振子は、共振周波数に温度特性を有するため、共振子が配置された被
検温部の温度に応じた共振周波数の共振残響信号を発生する。共振残響信号は、センサ側
アンテナを介して温度測定装置に送信される。
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【０００４】
　温度測定装置は、受信した共振残響信号の周波数を検出することで、共振子の感知した
温度を算出している。
【０００５】
　このような共振周波数の変化は、温度に限るものではなく、磁界強度等の他の物理量に
よって生じるので、共振周波数の変化から被測定部の他の物理量を測定することもできる
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平３－２３８５９４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、共振子は、共振周波数に温度特性を有するだけでなく、励振強度によっ
て共振周波数が変化する。図１０は、水晶振動子の励振強度による共振周波数変化を示す
グラフである。図１０において、横軸は励振レベル（励振強度）であり、縦軸は共振周波
数の変化量である。なお、縦軸の共振周波数の変化量は、励振レベルが－２０［ｄＢｍ］
の共振周波数を基準とした変化量である。
【０００８】
　図１０に示すように、励振強度が強くなるにしたがって、共振周波数が大きく変化して
いく。また、励振強度が強くなるほど、共振周波数のバラツキが大きくなる。
【０００９】
　また、図１１は通信距離と共振周波数の誤差を示すグラフである。図１１において、横
軸は温度測定装置とセンサ装置との通信距離であり、縦軸は共振周波数の誤差である。な
お、縦軸の共振周波数の誤差は、図１１に示す通信距離ＤＩＳａの位置の共振周波数を基
準としている。
【００１０】
　図１１に示すように、通信距離が短くなると、共振周波数の誤差が大きくなる。これは
、通信距離が短くなるほど、無線通信による励振信号の減衰が小さくなり、共振子に印加
される励振信号の強度が高くなるからである。このようなことから、通信距離ＤＩＳａを
規定して、当該通信距離ＤＩＳａでの励振強度が問題無いように調整されていても、通信
距離が短くなってしまうと、共振周波数がずれてしまう。したがって、使用態様に応じて
共振周波数がずれてしまうことがある。
【００１１】
　そして、このように共振周波数がずれてしまうと、共振周波数に基づいて温度を算出し
ているので、算出温度もずれてしまう。したがって、被検温部の温度を測定精度が劣化す
る。なお、他の物理量の場合も同様に、被測定部の物理量の測定精度が劣化する。
【００１２】
　本発明の目的は、被測定部の物理量を高精度に測定できる物理量測定システムおよびこ
の物理量測定システムに利用する物理量測定装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　この発明は、物理量測定装置に関するものであり、次の特徴を有する。物理量測定装置
は、励振信号生成部、アンテナ、受信強度検出部、物理量検出部、および励振制御部を備
える。励振信号生成部は、所定周波数のバースト波からなる励振信号を生成する。アンテ
ナは、励振信号を送波し、励振信号に基づく受信信号を受波する。受信強度検出部は、励
振信号による共振残響信号を受信信号から検出し、該共振残響信号の信号強度を検出する
。物理量検出部は、共振残響信号の共振周波数から所定の物理量を検出する。励振制御部
は、共振残響信号の信号強度が信号強度閾値よりも高いことを検出すると、励振信号の信
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号強度を低下させる。
【００１４】
　この構成では、物理量による共振周波数が励振信号の信号強度によって誤差を有さない
ように、励振信号の信号強度が調整される。
【００１５】
　また、この発明の物理量測定装置は、次の構成を備えることが好ましい。励振信号生成
部は、それぞれに異なる中心周波数で所定の周波数帯域幅からなる複数の周波数チャンネ
ルの励振信号を生成する。受信強度検出部は、各周波数チャンネルの励振信号による受信
信号の信号強度を比較して、共振残響信号を検出する。
【００１６】
　この構成では、複数の周波数帯域に分割された受信信号を用いて、共振残響信号を確実
且つ正確に検出することができる。
【００１７】
　また、この発明の物理量測定装置の励振制御部は、共振残響信号を検出すると、該共振
残響信号の周波数を含む周波数チャンネルの励振信号のみを生成するように、励振信号生
成部を制御することが好ましい。
【００１８】
　この構成では、複数回の共振残響信号を高速に取得することができる。
【００１９】
　また、この発明の物理量測定装置の物理量検出部は、共振残響信号の信号強度が信号強
度閾値以下になった時点から共振周波数の検出を行うことが好ましい。
【００２０】
　この構成では、不要な共振周波数の検出処理を防止できる。
【００２１】
　また、この発明の物理量測定装置の励振制御部は、励振信号の送信時間長によって励振
信号の信号強度を調整することができる。
【００２２】
　この構成では、励振信号の信号強度の具体的な調整方法の一例を示している。
【００２３】
　また、この発明の物理量測定装置の励振制御部は、励振信号の振幅レベルによって励振
信号の信号強度を調整することができる。
【００２４】
　この構成でも、励振信号の信号強度の具体的な調整方法の一例を示している。そして、
これら送信時間長と振幅レベルを組み合わせて励振信号の信号強度を調整することもでき
る。
【００２５】
　また、この発明の物理量測定装置の励振信号生成部は、最初の励振信号の強度を、共振
残響信号の信号強度を調整し終わるまでに送信される励振信号群の中で最大にすることが
好ましい。
【００２６】
　この構成では、共振周波数に影響を与えない最大強度に励振信号の信号強度を調整する
処理を、高速に行うことができる。
【００２７】
　また、この発明の物理量測定装置の受信強度検出部は、受信信号の時間軸上に並べた最
初から所定期間までの振幅レベルによって決定することが好ましい。
【００２８】
　この構成では、受信信号の信号強度、すなわち共振残響信号の信号強度を、比較的安定
して正確に検出することができる。
【００２９】
　また、この発明の物理量測定システムは、上述の物理量測定装置と、励振信号を受けて
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励振して物理量に応じた周波数で共振することで共振残響信号を発生する共振子、および
、該共振子に接続する共振子側アンテナを備えるセンサ素子と、を備える。
【００３０】
　この構成では、上述の構成からなる物理量測定装置を用いて、被測定部の物理量を正確
に測定する物理量測定システムを実現することができる。
【００３１】
　また、この発明の物理量測定システムの共振子は水晶振動子で実現することができる。
この構成では、共振子の具体的な一例を示している。
【００３２】
　また、この発明の物理量測定システムでは、物理量は温度であってもよい。この構成で
は、この物理量測定システムで測定する物理量の具体的な一例を示している。
【発明の効果】
【００３３】
　この発明よれば、使用態様に影響されることなく、被検温部の温度を高精度に測定する
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【００３４】
【図１】本発明の第１の実施形態に係る温度測定システムの構成図である。
【図２】本発明の第１の実施形態に係る温度測定システムで用いる励振信号および共振残
響信号の波形図である。
【図３】励振信号の周波数スペクトル分布を示す図である。
【図４】受信信号強度の検出概念を示す波形図である。
【図５】信期間Ｔｔｘの長さ（送信時間）と励振信号のピークパワーとの関係を示すグラ
フ、および、励振信号のピークパワーと励振信号の周波数帯域幅との関係を示すグラフで
ある。
【図６】本発明の第１の実施形態に係る温度測定方法を示すフローチャートである。
【図７】本発明の第１の実施形態に係る励振信号の信号強度調整方法を示すフローチャー
トである。
【図８】温度測定装置１０とセンサ素子２０との通信距離に対する共振周波数の誤差の依
存性を示すグラフである。
【図９】本発明の第２の実施形態に係る温度測定システムの構成図である。
【図１０】水晶振動子の励振強度による共振周波数変化を示すグラフである。
【図１１】通信距離と共振周波数の誤差を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００３５】
　本発明の第１の実施形態に係る物理量測定システムについて、図を参照して説明する。
なお、本実施形態では被測定部の温度を測定する温度測定システムについて説明する。
【００３６】
　図１は、本発明の第１の実施形態に係る温度測定システムの構成図である。図２は本発
明の第１の実施形態に係る温度測定システムで用いる励振信号および共振残響信号の波形
図である。
【００３７】
　温度測定システム１は、温度測定装置１０、センサ素子２０を備える。センサ素子２０
は、被測定部に配置され、温度測定装置１０は、センサ素子２０に対して無線通信可能な
距離で、センサ素子２０に対して離間して配置されている。
【００３８】
　温度測定装置１０は、制御部１１０、送信アンプ１２１、第１スイッチ１３１、第２ス
イッチ１３２、反転回路１３３、受信アンプ１４１、ダウンコンバータ１４２、ＡＤＣ１
４３、および、アンテナ１５０を備える。制御部１１０は、励振制御部１１１、送信信号
生成部１１２、受信強度検出部１１３、温度検出部１１４、および、ダウンコンバート用
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信号発生部１１５を備える。センサ素子２０は、共振デバイス２１０と共振側アンテナ２
２０とを備える。
【００３９】
　制御部１１０の送信信号生成部１１２は、電圧制御発振器等であり、励振信号制御部１
１１からの周波数チャンネル情報等に基づいて送信信号を生成して、送信アンプ１２１に
出力する。周波数チャンネル情報は、各周波数チャンネルの中心周波数や周波数チャンネ
ルの切り替えタイミング等を含む。送信信号は、所定周波数の正弦波からなる。送信信号
の周波数は、周波数チャンネル毎に切り替えられる。送信アンプ１２１は、所謂パワーア
ンプであり、送信信号を増幅して、第１スイッチ１３１に出力する。
【００４０】
　第１スイッチ１３１には、励振制御部１１１からの送受制御信号が入力される。送受制
御信号は、送信時と受信時とで相反する二値からなる。例えば、送受制御信号は、送信期
間ＴｔｘでＨｉであり、受信期間ＴｒｘでＬｏｗになるように設定されている。送受制御
信号のＨｉになるタイミングと周波数チャンネルの切り替わるタイミングは同期している
。
【００４１】
　第１スイッチ１３１は、Ｈｉの送受制御信号が入力された時に導通して、送信アンプ１
２１の出力端をアンテナ１５０に接続し、Ｌｏｗの送受制御信号が入力された時に開放し
て、送信アンプ１２１の出力端とアンテナ１５０の間を開放する。これにより、図２に示
すように、送信信号は送信期間Ｔｔｘの期間だけアンテナ１５０側に供給されるのでパル
ス状に波形成形され、所望の振幅を有するパルスバースト信号となる。このパルスバース
ト信号が励振信号ＳｐＬ１となる。
【００４２】
　このような構成からなる送信信号生成部１１２、送信アンプ１２１、第１スイッチ１３
１が、本発明の「励振信号生成部」に相当する。そして、この励振信号生成部は、上述の
ように周波数チャンネル情報により送信信号の周波数を切り替えて出力することで、複数
の周波数チャンネルの励振信号を、順次生成してアンテナ１５０に出力する。この際、励
振信号生成部は、各チャンネルの励振信号を、それぞれの励振信号に対する受信期間Ｔｒ
ｘを挟んで、順次送信する。例えば、チャンネルＣＨ１の励振信号を送信期間Ｔｔｘで送
信した後、チャンネルＣＨ１の励振信号に対する受信期間Ｔｒｘをあけ、チャンネルＣＨ
２の励振信号を送信期間Ｔｔｘで送信する。
【００４３】
　図３は励振信号の周波数スペクトル分布を示す図である。図３の横軸は周波数であり、
縦軸はスペクトル強度である。本実施形態の励振信号生成部では、図３に示すように、走
査周波数帯域Ｆｔｘに亘り、それぞれに所定の周波数帯域幅Ｆｘを有する複数の周波数チ
ャンネルを連続して分布させるように、各周波数チャンネルの励振信号の中心周波数およ
び送信期間Ｔｔｘが設定されている。各周波数チャンネルの周波数帯域の中心周波数は、
励振信号の中心周波数で決定され、周波数帯域幅Ｆｘは送信期間Ｔｔｘで決定される。
【００４４】
　具体的に図３に示す場合であれば、走査周波数帯域Ｆｔｘに対して、部分的に帯域が重
なるように、ＣＨ１～ＣＨｎ（ｎは所定の整数）の周波数チャンネルが設定されている。
そして、各周波数チャンネルの励振信号は、ピークレベルに対して１ｄＢ減衰した周波数
で、隣り合う周波数チャンネルのスペクトルと重なり合うように設定されている。この重
なり合わない各周波数チャンネルの周波数幅がＦｗであり、ＣＨ１～ＣＨｎの周波数チャ
ンネルの周波数幅Ｆｗによって走査周波数帯域Ｆｔｘの全域がカバーされるように設定さ
れている。
【００４５】
　これにより、それぞれ異なる周波数帯域を有する複数の周波数チャンネルの励振信号が
出力される。なお、走査周波数帯域Ｆｔｘは、共振デバイス２１０によって温度測定を行
いたい温度範囲に対応する周波数帯域によって決定する。
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【００４６】
　このような励振信号の出力の際、第２スイッチ１３２には、送受制御信号が反転回路１
３３によって状態反転されて入力される。第２スイッチ１３２も、第１スイッチ１３１と
同様に、Ｈｉの送受制御信号が入力された時に導通になり、Ｌｏｗの送受信制御信号が入
力された時に開放になる。
【００４７】
　第２スイッチ１３２は、アンテナ１５０と受信アンプ１４１との間に接続されており、
Ｌｏｗの送受制御信号が入力された時（第１スイッチ１３１にＨｉの送受制御信号が入力
された時）に開放してアンテナ１５０と受信アンプ１４１との間を開放する。これにより
、第２スイッチ１３２は、送信期間Ｔｔｘで開放に、逓信信号が受信アンプ１４１に入力
されることを防止する。これにより、第１スイッチ１３１から出力される励振信号ＳｐＬ
１は、アンテナ１５０のみに供給され、受信アンプ１４１には入力されない。
【００４８】
　なお、第２スイッチ１２３は、Ｈｉの送受制御信号が入力された時（第１スイッチ１３
１にＬｏｗの送受制御信号が入力された時）導通してアンテナ１５０と受信アンプ１４１
とを接続する。これにより、アンテナ１５０からの受信信号は、受信アンプ１４１に入力
される。この際、第１スイッチ１３１は開放であるので、受信信号が送信アンプ１２１に
入力されることを防止する。
【００４９】
　アンテナ１５０と共振側アンテナ２２０は、例えばループ状アンテナであり、磁界結合
することにより、互いの高周波信号を送受信する。なお、アンテナ形状はループ状に限る
ものではなく、他の形状、結合方式であってもよい。
【００５０】
　アンテナ１５０から送信された各周波数チャンネルの励振信号ＳｐＬ１は、共振側アン
テナ２２０で受信され、共振デバイス２１０に供給される。
【００５１】
　共振デバイス２１０は、例えば水晶振動子からなり、各周波数チャンネルの励振信号Ｓ
ｐＬ１を受けて、共振デバイス２１０の共振周波数を含む周波数チャンネルの励振信号Ｓ
ｐｆ１を受けた時に、当該共振周波数で共振し、共振残響信号Ｓｆｐ１を生成する。共振
残響信号Ｓｆｐ１は、共振開始時に共振デバイス２１０に印加された励振信号ＳｐＬ１の
信号強度に応じた振幅で共振を開始する信号であり、その振幅は、図２に示すように、時
間経過とともに所定の時定数で減衰していく。
【００５２】
　ここで、共振デバイス２１０である水晶振動子は、共振周波数に温度依存性がある。し
たがって、共振残響信号Ｓｆｐ１の共振周波数は、共振デバイス２１０が設置される被測
定部の温度に応じた共振周波数となる。
【００５３】
　共振デバイス２１０は共振残響信号Ｓｆｐ１を共振側アンテナ２２０に出力し、共振側
アンテナ２２０は、共振残響信号Ｓｆｐ１を外部へ送信する。共振残響信号Ｓｆｐ１は、
アンテナ１５０で受信される。
【００５４】
　共振残響信号Ｓｆｐ１が、アンテナ１５０で受信される時点では、上述のように、第２
スイッチ１３２が導通し、第１スイッチ１３１が開放している。したがって、共振残響信
号Ｓｆｐ１は、第２スイッチ１３２を介して、受信アンプ１４１に入力される。なお、共
振残響信号Ｓｆｐ１を含まない周波数チャンネルの受信期間Ｔｒｘは、ノイズ等からなる
受信信号が受信アンプ１４１に入力される。
【００５５】
　受信アンプ１４１は、所謂ＬＮＡ（低雑音アンプ）であり、共振残響信号Ｓｆｐ１を増
幅して、ダウンコンバータ１４２に出力する。ダウンコンバータ１４２には、共振残響信
号Ｓｆｐ１とともに、制御部１１０のダウンコンバート用信号発生部１１５で生成された
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ダウンコンバータ用信号が入力される。ダウンコンバータ１４２は、共振残響信号Ｓｆｐ
１とダウンコンバート用信号とをミキシングすることで、中間周波数の共振残響信号Ｓｆ
ｐ１を出力する。中間周波数化された共振残響信号Ｓｆｐ１は、ＡＤＣ（アナログデジタ
ル変換回路）１４３に入力される。ＡＤＣ１４３は、共振残響信号Ｓｆｐ１をデジタルサ
ンプリングして、制御部１１０の受信強度検出部１１３に出力する。なお、共振残響信号
が含まれない周波数チャンネルの受信期間Ｔｒｘは、ノイズ等からなる受信信号が、受信
アンプ１４１、ダウンコンバータ１４２、ＡＤＣ１４３を介して受信強度検出部１１３に
出力される。
【００５６】
　受信強度検出部１１３は、各周波数チャンネルの受信信号、すなわち共振残響信号Ｓｆ
ｐ１を含む受信信号もしくは共振残響信号Ｓｆｐ１が含まれていない受信信号の信号強度
を検出し、励振制御部１１１に出力する。
【００５７】
　図４は、受信信号強度の検出概念を示す波形図である。図４は共振残響信号Ｓｆｐ１の
場合を示す。図４に示すように、受信強度検出部１１３は、受信信号の取得開始タイミン
グ、すなわち受信期間Ｔｒｘの開始タイミングから所定時間ΔＴｒの間の波形に対して振
幅のピーク検出を順次行う。そして、受信強度検出部１１３は、これら複数の振幅ピーク
の代表値Ｐｗを算出する。代表値Ｐｗとしては、例えば中央値である。このような処理を
行えば、共振残響信号Ｓｆｐ１が存在する周波数チャンネルの受信信号では、代表値Ｐｗ
は所定レベル以上の高い値になる。一方、共振残響信号Ｓｆｐ１が存在しない周波数チャ
ンネルの受信信号では、ノイズ程度の極低い値となる。したがって、所定時間ΔＴｒ内の
複数の振幅ピークを用いて、各周波数チャンネルの受信信号の強度検出用の代表値を検出
することで、確実に共振残響信号が存在すると判断することを防止できる。また、振幅レ
ベルの高いノイズが突発的に受信されても、この影響を抑圧し、共振残響信号Ｓｆｐ１の
有無の誤判定を防止できる。
【００５８】
　励振制御部１１１は、各周波数チャンネルの受信信号強度の代表値Ｐｗを比較し、共振
残響信号Ｓｆｐ１の信号強度、および、当該共振残響信号Ｓｆｐ１を含む周波数チャンネ
ルの検出を行う。例えば、励振制御部１１１は、各周波数チャンネルの代表値Ｐｗを比較
し、最も高い代表値を、共振残響信号Ｓｆｐ１の信号強度に設定する。そして、この最も
高い代表値が得られた周波数チャンネルを、共振残響信号Ｓｆｐ１を含む周波数チャンネ
ルに設定する。
【００５９】
　励振制御部１１１は、共振残響信号Ｓｆｐ１の信号強度が、レベル調整用閾値Ｔｈｐ以
下であるかどうかを検出する。励振制御部１１１は、共振残響信号Ｓｆｐ１の信号強度が
レベル調整用閾値Ｔｈｐよりも高ければ、励振信号ＳｐＬ１の信号強度を低下させるよう
に制御する。具体的には、励振制御部１１１は、送受制御信号の送信期間Ｔｔｘの時間を
短くするように制御する。図５（Ａ）は、送信期間Ｔｔｘの長さ（送信時間）と励振信号
のピークパワーとの関係を示すグラフである。図５（Ｂ）は、励振信号のピークパワーと
励振信号の周波数帯域幅との関係を示すグラフである。
【００６０】
　図５（Ａ）に示すように、送信期間の長さ（送信時間、パルスバースト長）を短くする
ことで、励振信号のピークパワーは低下する。励振信号のピークパワーが低下すると、共
振デバイス２１０に印加される励振信号のパワーが低下するので、共振デバイス２１０が
生じる共振残響信号Ｓｆｐ１の振幅も低下する。なお、この際、励振信号のパワーの低下
に伴って周波数帯域は広がる。
【００６１】
　励振制御部１１１は、共振残響信号Ｓｆｐ１の信号強度がレベル調整用閾値Ｔｈｐ以下
になるまで、励振信号の信号強度を低下させる制御を繰り返す。励振制御部１１１は、共
振残響信号Ｓｆｐ１の信号強度がレベル調整用閾値Ｔｈｐ以下になったことを検出すると
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、共振残響信号Ｓｆｐ１を含む受信信号を温度検出部１１４に出力するように、受信強度
検出部１１３を制御する。共振残響信号Ｓｆｐ１の信号強度がレベル調整用閾値Ｔｈｐ以
下になって以降は、受信強度検出部１１３は、受信信号を継続的に温度検出部１１４に出
力する。
【００６２】
　この際、レベル調整用閾値Ｔｈｐを、励振信号強度による共振デバイス２１０の共振周
波数の変化が殆ど生じない値に設定する。これにより、励振信号強度をレベル調整用閾値
Ｔｈｐ以下にすることで、共振デバイス２１０は、感知温度のみに依存した共振周波数の
共振残響信号を生成する。したがって、このように励振信号強度をレベル調整用閾値Ｔｈ
ｐ以下にした状態の共振残響信号の共振周波数を検出することで、被測定部の温度を正確
に検出することが可能になる。
【００６３】
　なお、励振制御部１１１は、送信信号生成部１１２に対して、共振残響信号Ｓｆｐ１を
含む周波数チャンネルの送信信号のみを生成するように設定する。このような処理を行う
ことで、共振残響信号Ｓｆｐ１を含まない周波数チャンネルの励振信号の送信、および受
信期間を省略でき、温度検出処理をより高速化することができる。
【００６４】
　そして、このような励振信号を所定レベル以下に低下させる処理を行うことで、上述の
図５（Ｂ）に示すように、周波数チャンネルの帯域幅は広くなっていく。したがって、最
初に共振残響信号Ｓｆｐ１が検出された周波数範囲は、励振信号を低下させた後の周波数
範囲に含まれる。これにより、励振信号のレベルが高いことにより共振残響信号Ｓｆｐ１
の共振周波数が、測定対象とする励振信号のレベルが所定値以下の条件下での正確な共振
周波数からずれていても、低下後の周波数範囲内に、励振信号低下後の共振残響信号Ｓｆ
ｐ１のスペクトルが確実に現れる。したがって、共振残響信号Ｓｆｐ１を確実に取得する
ことができる。
【００６５】
　温度検出部１１４は、周波数解析部１４１および温度算出部１４２を備える。周波数解
析部１４１は、時間軸上の共振残響信号Ｓｆｐ１を含む受信信号（以下、単に共振残響信
号とする。）を、周波数軸上の信号に変換する。具体的には、周波数解析部１４１は、入
力された共振残響信号をフーリエ変換する。周波数解析部１４１で得られた共振残響信号
の周波数スペクトルを、温度算出部１４２に出力する。
【００６６】
　温度算出部１４２は、共振残響信号の周波数スペクトルのスペクトルピークを検出する
。温度算出部１４２は、周波数スペクトルピークと共振デバイス２１０の温度との周波数
温度関係式もしくは周波数温度関係テーブルを予め記憶している。温度検出部４１２は、
検出したスペクトルピークと、上記周波数温度関係式もしくは周波数温度関係テーブルと
、から共振デバイス２１０が感知した温度、すなわち被測定部の温度を算出する。
【００６７】
　以上のように、本実施形態の構成を用いることで、共振デバイス２１０の共振周波数に
影響を与えないように励振信号を低下させることができる。これにより、被測定部の温度
を正確に測定することができる。
【００６８】
　以上のような処理は、上述の構成に限るものではなく、次に示すフローを実現できる構
成であればよい。図６は、本発明の第１の実施形態に係る温度測定方法を示すフローチャ
ートである。
【００６９】
　まず、本実施形態の温度測定方法では、複数の周波数チャンネルで励振信号を、共振デ
バイスに送信する。そして、複数の周波数チャンネルの受信信号から共振残響信号を含む
周波数チャンネルの受信信号を検出する（Ｓ１０１）。
【００７０】
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　次に、共振残響信号の信号強度をモニタし、当該共振残響信号の信号強度がレベル調整
用閾値Ｔｈｐ以下に収まるように、励振信号の信号強度を調整する（Ｓ１０２）。この際
、励振信号の信号強度の調整は、送信期間Ｔｔｘの長さによって設定する。
【００７１】
　次に、レベル調整用閾値Ｔｈｐ以下になった共振残響信号を周波数解析する（Ｓ１０３
）。そして、周波数解析結果に基づいて、共振デバイスが感知した温度を算出する（Ｓ１
０４）。
【００７２】
　なお、励振信号の信号強度の調整は、図７に示すフローにより実現される。図７は、本
発明の第１の実施形態に係る励振信号の信号強度調整方法を示すフローチャートである。
【００７３】
　まず、共振残響信号を含む周波数チャンネルを検出すると、当該共振残響信号の振幅レ
ベルの代表値（以下、単に共振残響信号の信号強度）Ｐｗを検出する（Ｓ２１１）。次に
、共振残響信号の信号強度Ｐｗをレベル調整用閾値Ｔｈｐと比較し、共振残響信号の信号
強度Ｐｗがレベル調整用閾値Ｔｈｐ以下であれば（Ｓ２１２：Ｙｅｓ）、励振信号の信号
強度は調整しない。
【００７４】
　共振残響信号の信号強度Ｐｗがレベル調整用閾値Ｔｈｐよりも大きければ（Ｓ２１２：
Ｎｏ）、励振信号の信号強度を調整する（Ｓ２１３）。
【００７５】
　この後、共振残響信号を含む周波数チャンネルの励振信号のみを送信し（Ｓ２１４）、
この共振残響信号の信号強度を検出する（Ｓ２１５）。
【００７６】
　ここで、共振残響信号の信号強度Ｐｗがレベル調整用閾値Ｔｈｐよりも大きければ（Ｓ
２１６：Ｎｏ）、励振信号の信号強度の調整を繰り返す（Ｓ２１３）。
【００７７】
　そして、共振残響信号の信号強度Ｐｗがレベル調整用閾値Ｔｈｐ以下になったことを検
出する（Ｓ２１６：Ｙｅｓ）と、励振信号の信号強度の調整を終了する。
【００７８】
　以上の構成および処理を行った場合、図８に示すような結果が得られた。図８は温度測
定装置１０とセンサ素子２０との通信距離に対する共振周波数の誤差の依存性を示すグラ
フである。図８において、横軸は通信距離であり、縦軸は誤差である。誤差は通信距離Ｄ
ＩＳａの共振周波数を基準に算出されている。また、図８において実線が本願構成の場合
を示し、破線が従来構成（図１１と同じ）の場合を示す。図８に示すように、本実施形態
の構成及び処理を用いることで、通信距離が変化しても、検出する共振周波数は殆ど変化
しない。これにより、通信距離に影響されることなく、被測定部の温度を正確に測定する
ことができる。
【００７９】
　なお、上述の説明では、具体的に示していなかったが、最初に送信する各周波数チャン
ネルの励振信号の信号強度は、当該構成を利用する測定系において想定されるセンサ素子
２０と温度測定装置１０の間の最大通信距離に基づく最大信号強度に設定する。これによ
り、より確実に共振残響信号を取得することができる。また、考え得る最小値や中間値か
ら開始するよりも、高速に適正な励振信号の信号強度に設定することができる。なお、適
正な励振信号の信号強度とは、共振デバイスの共振周波数の影響を与えない最大値であり
、共振残響信号の信号強度がレベル調整用閾値Ｔｈｐと一致する場合に対応する値である
。
【００８０】
　次に、本発明の第２の実施形態に係る物理量測定システムについて、図を参照して説明
する。なお、本実施形態でも被測定部の温度を測定する温度測定システムについて説明す
る。図９は、本発明の第２の実施形態に係る温度測定システムの構成図である。
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【００８１】
　本実施形態の温度測定システム１Ａは、第１の実施形態に示した温度測定システム１に
対して、送信アンプと励振制御部とが異なるのみで、他の構成は第１の実施形態に示した
温度測定システム１と同じである。
【００８２】
　温度測定システム１Ａの温度測定装置１０Ａの送信アンプ１２１Ａは、ゲイン調整が可
能なアンプである。温度測定システム１Ａの制御部１１０Ａの励振制御部１１１Ａは、周
波数チャンネルの切り替え制御、送受信制御信号の制御とともに、送信アンプ１２１Ａの
ゲイン調整制御も行う。励振制御部１１１Ａは、共振残響信号の信号強度がレベル調整用
閾値Ｔｈｐよりも高いと、送信時間を短くするとともに、送信アンプ１２１Ａのゲインを
低下させる。これにより、励振信号の信号強度の調整精度を維持したまま、励振信号の信
号強度の調整幅を大きくすることができる。なお、送信アンプ１２１Ａに替えて、ゲイン
調整できない送信アンプと、この送信アンプの出力端子に接続する可変抵抗を用いてもよ
い。この場合、可変抵抗値を変化させればよい。
【００８３】
　なお、上述の各実施形態において、受信強度検出部１１３および励振制御部１１１は、
複数回の信号強度Ｐｗを取得し、その平均値から励振信号の信号強度の制御や、温度検出
部１１４への共振残響信号の出力開始制御を行ってもよい。このように、平均値を用いる
ことで、より正確な共振周波数を検出することができ、より正確に温度を測定することが
できる。
【００８４】
　また、上述の各実施形態では、温度測定システムおよび温度測定装置を例に説明したが
、磁界強度（磁束）等の温度以外の物理量を、共振子の共振周波数の変化によって測定す
る物理量測定システムや物理量測定装置についても、上述の構成及び処理を適用すること
ができる。
【符号の説明】
【００８５】
１，１Ａ：温度測定システム、
１０，１０Ａ：温度測定装置、
１１０，１１０Ａ：制御部、
１１１，１１１Ａ：励振制御部、
１１２：送信信号生成部、
１１３：受信強度検出部、
１１４：温度検出部、
１１５：ダウンコンバート用信号発生部、
１２１，１２１Ａ：送信アンプ、
１３１：第１スイッチ、
１３２：第２スイッチ、
１３３：反転回路、
１４１：受信アンプ、
１４２：ダウンコンバータ、
１４３：ＡＤＣ（アナログデジタル変換回路）、
１５０：アンテナ、
２０：センサ素子、
２１０：共振デバイス、
２２０：共振側アンテナ
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